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日本の所得分布の長期変動＊

溝　口 器　行

（1）　問題の所在

　1970年代になって，我が国の所得分布研究は急

速な進歩をとげてきた。戦前期については所得税

統計・地方税統計やその他の情報を利用した研究

が進められてきている1）。

　戦後については，税務統計に加えて，家計調査

をはじめとする多くの統計調査が存在することも

あって，各種の成果が発表されてきた2）。これ，ら

の情報は各時期の経済分析にとって有益なもので

あるが，これらを総合的に利用すれば長期的な所

得分布の動向を把握できる可能性をもっている。

このような試みは，単にわが国経済の分析として

興味がもたれるだけでなく，所得分布研究一般な

いし発展途上国へのモデノレの提供の役割もはたす

ことが期待できる3）。本論の目的は，従来の研究

を積極的に利用し，若干の計算を追加することに

より，上記の目的に接近しようとすることにある。

（2）　過去の不平等度の計測

　戦前期の所得分布研究の出発は，高野（1918）に

求めることができ，その後汐見（1933），HAYA－

KAWA（1951），高橋（1955）に受け継がれて発展

してきた。ただわれわれが計測値として利用する

には，ONO－WATANABE（1976）から出発するの

が適当であろう。この論文の主題は都市・農村間

の所得格差の分析にあり1915年から1930年にか

けて拡大が見られることが指摘されている4）。同

時に，この論文では所得税統計にパレート線を当

てはめてパレート係数を計算している。パレート

法則が成立している揚合，この係数とジニー係数

の間には，

　　ジニー係数＝1／（2xパレート係数）

の関係式が成立することが知られている。表1の

「小野一渡辺」の数値は，このようにして求めら

れたものである。この結果の1っの問題点は，税

務統計が高所得者のみをカバーしているに過ぎな

いことである。戦前期における納税者ほ数パーセ

ントであるので，これから所得分布の全体像を推

測することにはかなりの危険が伴う。

　OTSUKI－TAKAMATSU（1978）は，　ONO－WA－

TANABE論文における問題点をかなりの程度ま．

で解決している。即ち農家と非農家の所得格差に

ついては，大川グループによるLTESからの個

人所得と農家経済調査よりの所得データを結合し

て，より正確な推計を得ている。また，不平等度

の測定にあたっては，国民経済計算よりの家計所

得の1世帯当たり値と最低所得層の世帯所得の推

計値とを結ぶパレート線を作りパレート係数を計

　　　　　　　表1ジニー係数の変化

小野一渡辺　大槻一高松　WADA　溝ロー高山一寺崎

駈

夢

。

　＊　この研究は，文部省科学研究費・特定研究（2）

多目的総合統計データバンクの開発；「世帯を中心と

するミクロ経済データベースの理論と応用」（研究代表
者溝口敏行一60201001）1こよる。

　1）　これらのレビューは，寺崎（1986）参照。

　2）　例えば，溝口・高山・寺崎（1978）参照。

　3）　その一例はMIZOGUCHI（1985）参照。
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　4）　この比較にあたっては，寺崎（1986）で指摘され

た問題は残されている。
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算している。この試みは興味がもたれるものであ

るが，パレート法則は低所得層に妥当しにくいと

いう問題をふくんでいる5）。このために，表1に

示された「大槻一高松」のジニー係数の推計値の

中には異常に高いものも含まれている。しかし，

両論文ともジニー係数の上昇が見られているのに

は興味がもたれる。

　ところで，両論文の結果不平等度についてのト

レンドはほぼ明らかになったが，戦前期のジニー

係数のレベルを検討することも重要なテーマであ

る。この弱な試みは，主として地方税統計（戸数

割賦課）についてのデータを利用しておこなわれ

てきた。このデータは低所三層をふくむほぼ全世

帯についての所得分布情報を提供してくれる点で

優れたものであるが，地方税統計であるため記録

が各市役所等に分散され’ており全国的な集計が出

来ない点に問題がある。しかし，地域が限られた

としても全世帯の所得分布を求めることは，きわ

めて魅力的なテーマであったため汐見（1933）収録

の毛利論文を最初にして多数の研究が見られる。

これらの流れは寺崎論文に詳細にレビューされて

いるので，これ以上は論じないが，次の2種の試

みについては触れておく必要があろう。

　第1の試みは，これらの研究を出発点として全

世帯についての所得分布推計をおこなったものと

してLOCKWOOD（1955）をあげることができる。

その計算によれば，1930年におけるジニー係数は

0．493であり，現在の多くの発展途上国の値にち

かい。同様の接近は中鉢（1975）によっても行われ

ている。第2の試みは南・小野・高松（1981）であ

って，戸数割資料を全国にわたって収集し，全国

レベルの分布を求めようとするものである。この

分析の全貌は未公開資料であるために引用するこ

とが出来ないが，南（1981）に公表された横須賀市

の例ではジニー係数が0．5程度となっており，戦

前期の所得分布は，かなり不平等であったことが

推測できる。

　戦後の所得分布研究は，多くの人々によって進
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められてきた。その経緯：はMIZOGUCHI－TAKA－

YAMA（1984）およびMIZOGUCHI（1985）にまと

められているのでここでは再論しない。これらの

うち時系列的に比較できる全世帯レベルのものと

しては，WADA（1975）による就業構造基本調査を

利用した分析がある6）。この推計によれば，我が

国の戦後の所得分布は1950年代に若干不平等化

しているが，1960年代になると平等化に転じてい

る。同じ傾向は，より長い期間をカバーできる家

計調査や農家経済調査による勤労者世帯と農家世

帯についての分析と一致している。また，この結

論は国民生活実体調査を使用した溝口・高山・寺

崎（1978）の結論と一致している。同論ではさらに

1970年代前半では明瞭なトレンドは見られない

ことも指摘している。一方寺崎（1986A）は，1970

年代後半におけるジニー係数は比較的安定してい

たが，1980年代になると所得分布が不平等化する

傾向が見られることを指摘している。

　戦後期に関する所得分布研究で注目されるのは，

求められたジニー係数が低い値を示していること

である。その代表的な例は家計調査年報を利用し

たケースであって，求められたジニー係数は0．2

以下となっている。この水準は国際的に見ても異

常に低い値となっている。その原因の1つに家計

調査の年間収入階級別データの作成方法の問題が

あることは既に指摘してきており，家計調査より

の計測結果は不平等度を過小評価しているといっ

てよい7）。しかし，表1に示した他のデータによ

る計測によっても，戦後期の係数は戦前のそれを

大きく下まわっており，戦争を境として所得分布

に大変動が発生したことをうらづけている。この

ような観察を前提として，観察された変化がどの

ような要因に関連づけられるかを検討するのが本

論の目的である。

（3）　不平等度変化の原因

　5）　このことからOTSUK工一TAKAMATSU論文を
批判するのは適当ではない。というのは，この計測が

参考として行われているにすぎないからである。

まず，戦前期の変化に注目しよう。所得分布の

6）就業構造基本調査を利用した先駆的分析として

は石崎唯夫氏の研究がある。ただこの研究では，農家

の所得に自家消費を含んでいない点を無視しているた

めここではWADAを取り上げている。
　7）　溝口・高山・寺崎（1978）参照。
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不平等を説明する方式としては，グループ間の所

得格差に着目する．ものがあげられる。その代表的

なものとして農工間格差をあげることができよう。

戦後の農工間所得格差分析のためのデーターとし

ては農林水産省による「農業と農家の社会勘定」　零

がある。一方戦前期についてはOTSUKI－TAKA－

MATSU推計があり，両者は推計方法がほぼ対応

しているので，データの精度を．別にすれば比較可

能である。表2は，世帯当たり所得と世帯員当た

りの農家所得を対応する非農家の値に対する比率

の形で示したものである。この数字によれば農工

間格差は1930年前後まで拡大し，その後縮小傾

向にあったといってよい。ONO－WATANABE，

OTSUK：1－TAK：AMATSU・が指摘しているように，

この現象が所得の不平等化の重要なファクターで

あることは否定できない。同時に農工間の所得格

差のみで戦前の不平等化を説明するのも行き過ぎ

であろう。OTSUK：1－TAKAMATSUでも指摘さ

れ，ているように，戦前期でもジ農家の全世帯数に

しめるシェアーは時間の経過とともに減少してお

り，所得分布におよぼす格差の影響力は低下して

いるからである。

表2農家世帯の相対所得

Vo1．37　No．2

比較的大きい内閣統計局「労働実体統計調査」か

らの賃金分布を利用することであるが，この統計

が個人ベースのものであって，世帯の所得分布と

結びつけにくい点に問題がある。特に，親と同居

している低賃金弱年労働者の数字がこのデータに

含まれている点にも留意が必要であろう。

　いま1つの接近法は，農家および非農家のグル

ープを職業別ないし産業別の世帯サブグループに

細分し，それ’らの平均所得の格差の動きを分析す

ることであろう。KUZNETS（1976）は，このよう

な分析法が所得分布へのライフ・サイクル効果を

除く点に注目し，積極的な意味付けをおこなって’

いる。この主張に組するかどうかは別にして，わ

れわれが与えられた状況下では，この方法が有効

　　　　表3世帯主の産業別世帯分布と相対所得
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0．66
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0．25
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0．16
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　そこで問題となるのは，農家および非農家グル

ープ内での所得分布がどのように変化したかを検

討することである。このような試みは戦後に見ら

れるランダム標本を利用した調査が存在すれば，’

比較的容易に行うことができるが，戦前期では情

報が不足している。1つの方法は，カバレッジの
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であることは確かであろう。

　表3は，このような目的の為に作成されたもの

である。この表の推計方法については，本論文の

付録にしめしてあるが，そこでは全世帯を世帯主

の属する産業で分類して，世帯数分布と平均所得

の相対比が示されている。ここで推計された所得

はできるだけ世帯所得にちかいものを目指してい

る。なお，高所得者の所得分布への効果を明示的

に導入するために，税務統計から全世帯の上位5

％の平均所得を推計し別だてで示した8）。また，

戦後の農家については，自作のみが計上されてい

るのは農地改革のために，小作農家が無視できる

数になったためである。

　この表によれば，世帯グループ問の相対所得は

時間の経過にともなって変化している。更に，世

帯数の分布も変化しているので，この間所得分布

がどのようにかわったかを直接観察することは必

ずしも容易ではない。そこで，グループ間の所得

差を対数分散の形で表現すると次のようになる。

1全鵬蘇内傲を除く
1924

1938

1953

1960

1979

0．1901

0．2971

0．0407

0．0539

0．0426

0。1704

0．2730

0．0407

0．0539

0．0426

なお，計算では自由度を修正してある。

　この計算によれば，グループ間の所得差は戦前

期において拡大した後，戦後期になって急落して

いる。更に，詳細にみると1950年代には格差が

増大し1960年代に再下降している。まず戦前期

の不平等化の原因をみると，農・非農家聞の所得

格差の拡大が主要なものであることは事実である

が，非農家についてのグループ間差もまた増大し

ている。考えられる要因としては以下の3つをあ

げることができよう。第1にわが国における二重

構造論文によれば，熟練・非熟練労働者間の賃金

格差は経済の重工業化とともに進行した9）。また

いわゆるホワイト・カラーの比重が増大したのも

　8）　戦後の税務統計における所得には不動産売買の

収入などを含むため，この計算には多少の問題がある。

　9）　戦前期の労働市日の二重構造と相対賃金の変化

については南（1981）IX章参照。
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この時期である。第2に商工業自営業の相対所得

の上昇も注目される。第3に「高額所得世帯」の

相対所得もまた増加している。それらの経済的背

：景は今後の検討にまつ必要がある。ただ『国民所

得白書』の推計によれば，この時期における財産

所得のシェァーは減少傾向にあったことから，上

記の不平等化はどちらかと言えば個入事業所得の

増加に多くを負っていると考えてよい10）。

　戦前・戦後期間に見出される不平等度の相違は

戦時中および終戦直後の経済混乱とその中で行わ

れた大規模な制度改革によっている。戦時中の破

壊は都市部の不動産保有世帯に打撃を与えた。そ

の後のインフレーションは，「預金封鎖」が行われ

たこともあって，戦前期の金融資産の大幅な減価

をもたらした。一方，農村部においては占領軍の

命令による，徹底した農地改革が実行された11）。

特に，農地の買い取り代金が分割現金ばらいだつ

たことが，インフレーション下での農民の負担を

軽減し，所得の再分配効果をもたらすことになっ

た12）。この効果は財産所得の個人所得に占める割

合が1940年の21．4％から1950年の3．4％に激減

していることからも読み取ることができる。

　戦前・戦後期間の不平等度の相違を説明するい

ま1つの要因は農家の相対所得の上昇である。戦

時中および終戦直後の食料不足のために，農産物

の相対価格は急上昇した。農地改革のため自作農

になった農民の生産意欲の向上もまた農家所得の

増加をもたらしてきた。都市では工面設備の破壊

たどで勤卜者所得は低下していたために，農家所

得が勤労者世帯所得を上回るようになっていた13）。

しかし1950年代になって，経済が回復に向かう

10）　これ，らのシェアーの変化をみると，1939年の

27．2％から1940年の21．1％へ低下している。

11）　農地改革が所得分布の平等化に直結したことは

わが国の場合疑う余地がないが，この経験は必ずしも

発展途上国には当てはまらないことに注意が必要であ

る。その理由についてはMIZOGUCHI（1985）参照。

12）　我が国の農地改革で設定された農地価格は，特

に低いものではなかった。しかし，支払い形態が金納

となっていたためにインフレーションは買手に有利に

作用した。このことは台湾の農地改革などと比較する

場合に重要である。

13）　「家計調査」と「農家経済調査」の比較による。
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につれて，農家の所得の伸びが勤労者のそれを下

回ったため1950年代の中ごろにはこの関係は逆

転し，、農家・非農家間の相対所得のその後の変化

は不平等化要因となった。農家所得が再び上昇を

始めるのは，1960年代よりの兼業所得の増大まで

またなけれ，ばならなかった。

　1950年代の不平等化，1960’年代の平等化の分

析は，溝口・高山・寺崎（1978）によって行われて

おり，そめ後の変動については寺崎（1986A）があ

るので，ここではそれらの要約を行えば十分であ

る。1950年代の不平等化については，既に述べた

農家・非農家所得格差の増大のほか，勤労者世帯

グループ内でのちらばりの拡大が見られる。この

原因を家計調査によって所得種類別に検討すると

ボーナスを主とする世帯主臨時収入に格差の増大

が見られた。これは当時の労働運動がボーナス闘

争に力点をおいていたことなどから，企業の支払

い能力の差がこの項目に現れやすい状況にあり，

高度経済成長時に生じやすい企業間格差の反映と

みなすことができよう。

　1960年代になると，日本の所得分布は明確な平

等化傾向を示すようになる。この原因としては，

次のものが考えられる。

　（1）　グループ内の不平等度が相対的に低い勤

　　労者世帯の数が，全世帯数に占める割合が増

　　画したこと。

　（2）　農家の兼業化によって農家所得が非農家

　　所得に接近するとともに，塗家世帯グループ

　　内での所得分布も平等化したこと。

　（3）　勤労者世帯内の不平等度が減少したこと。

（3）を説明する主要な原因としては，世帯人員が

均一化の方向に変化したことと，世帯所得の地域

別平均間の差が大幅に縮小したことである。後者

は高度経済成長がもたらした労働不足に由来して

いる。このほか，表3で示したように，非農家世

帯内での職業間所得格差が減少したことにも注目

する必要があろう。

　1970年代になって，我が国では所得分布が不平

等化しているのではないかという見方から多くの

議論が展開された14）。しかし皮肉なことに，1970

　14）　たとえば，『週刊東洋経済』では，1973年10月

Vo1．37　No．2

年代のジニー係数は比較的安定しており，少なく

とも著しい不平等化の傾向はみられない。ただ

1980年代になると不平等係数：が徐々に上昇する

ようになる（寺崎（1986A）参照）。この動向を短期

的な動きとみるか，長期的なトレンドの一部とみ

なすかについては議論の分かれるところであるし，

結論を得るには，データ数が不足のように思われ’

る。しかし少なくとも以下の要因は考慮しておく

必要があろう。すなわち，

　，（1）　高度成長期に発生した労働不足からもた

　　らされた所得の地域間格差の縮小傾向は石油

　　危機以降は見出せないだけでなく，むしろ拡

　　大の方向にある。

　（2）　1970年代後半から主婦の就労が増加した

　　が，このため有業人員差から生じる世帯所得

　　の格差の増加が見られる。

　（3）財産所得が個人所得に占めるシェアーは，

　　国民経済計算によれば着実に増大している。

　　財産所得の分布は他の所得の分布よりも不平

　　等な型をしていると考えられるから高所得分

　　布を不平等化する作用をもっている。

以上の要素のうち（1）は高度経済成長から安定成

長経済への移行にともなう一種の調整過程とみな

され，この意味では短期的要因とみなすことがで

きる。（2）は，やや複雑な側面をもっている。有

沢一ダグラスの法則で知られているように，周辺

労働力の供給は低所得層より開始される傾向があ

りこの点では主婦の就労は世帯所得分布の平等化

要因である。しかし，就労が普及するにしたがっ

て，この作用は力を失い，むしろ非就労世帯との

所得格差を生む原因となる15）。（3）が，どのてい

ど所得分布に影響力をもつかについての吟味をサ

ーベイデータを用いて行うのは容易ではない。我

が国の「家計調査」にしめされた財産所得は国民

経済計算と比較して低めにな・ってる16）。一方金融

臨時増刊号で「日本の所得分配」を取り上げている。

15）　このような経験は，1950年代から1960年代に

かけての，農家の兼業についてもみられた。すなわち，
初期の段階では兼業が耕地面積の小さい農家にみられ

たために，兼業化は農家世帯内での所得格差を縮小す

る作用をもった。しかし，兼業が中・大規模農家へ波

及するにしたがって，この効果は急速に消滅した。
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Apr．1986 日本の所得分布の長期変動

資産の分布を示す「貯蓄動向調査」も上位の世帯

を十分には把握していないと思われる17｝。したが

って，この種の吟味は将来にゆずることにしたい。

（4）結　語

　本論では，我が国で利用できるデータをできる

だけ集めて，長期的な所得分布の変動形態を把握

しようと試みてきた。情報量の制約から確定的な

帰結を導くことはできないが，ある程度の推論は

可能なように思われる。

　第1の推論は，戦前期の所得分布がかなり不平

等な形をしており，工業化の進行にともなって，

所得格差が拡大していたと思われることである。

この傾向はKUZNETS（1955）に示された有名な

「逆U字仮説」とも整合的である。

　第2は，戦後になって不平等度は大きく下落し

たことである。この変化は，敗戦に伴う経済の混

乱と，占領軍によって進められた経済改革に負う

ところが多い。この時点で実現され，た経済面での

平等化社会が，その後の高度経済成長を比較的混

乱なしに維持しえた基礎となったといえよう。

　第3の推論は，上記の2者ほどには明確ではな

いが，1950年代に不平等化が進行したことである。

この傾向をもたらした要因は戦前期と共通な性格

なものが多い。

　第4に，1960年代の平等化があげられる。これ

を導いたのは，労働不足経済への移行であった。

特に，所得の地域間格差がこの時期に縮小したこ

とは注目され’てよい。

　第5は，石油危機後の低成長への移行にともな

って，1960年代の平等化の方向に歯止めがかかっ

たことである。これに加えて不平等化への動きも

1980年代にはいってみられるようになってきて

おり，今後の動向が注目される。

　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

16）WADA（1975）は，この点の指摘を行い1950－
1960年代のデータの補正を試みている。

17）　この記述はTAKAYAMA－TOGASHI（1980）に

たいするH．OSHIMAのコメントに負っている。

（戦前期）

付録　表3の推計法
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　世帯数の農家・非農家への分割およびそれらの世帯

平均所得は大槻・高松推計による。堺町家内での世帯

数の産業分割は国勢調査によった。各世帯グループの

平均世帯所得の推計は以下の手続きによった。

　（A）産業別世帯主賃金は「労働実態統計調査」に

　よる。

　（8）世帯主以外の有業者の賃金は同じ産業の女子

　賃金を利用した。

　（C）　自営業毒中営業税を支払う者についてはその

　所得を，、その他の者は同じ産業の勤労者世帯の所得

　を利用した。

“高額”所得者は非農家と仮定した。財産所得は全世帯

に比例配分した。この推計の世帯ウエイトによる合計

が非農家所得と一致するように調整された。

　（戦後期）

　世帯数と農家所得・非農家所得の推計は農林水産省

「農業と農家の社会勘定」によった。非農家内での世

帯数の分割は国勢調査の数字から求めた。産業グノレー

プ別の世帯平均所得は就業構造基本調査よりもとめ戦

前期と同様な調整をおこなった。
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